
構造改革特別区域計画 
 
１．構造改革特別区域計画の作成主体の名称 
   千葉県 
 
２．構造改革特別区域の名称 
   元気いっぱいちば障害児給食特区 
 
３．構造改革特別区域の範囲 
   千葉県全域 
 
４．構造改革特別区域の特性 
   千葉県は関東平野の南東部に位置し、海抜５００ｍを超える山がなく起

伏の少ない県である。東部は太平洋、西部は東京湾に面しており、茨城県、

埼玉県、東京都と隣接している。 
   県内には、多様な産業集積、空港等の産業基盤や都市基盤の集積、大学や

研究機関、人材や技術、地域コミュニティや歴史文化など、長年にわたり培

ってきた膨大な地域産業資源が存在する。 

また、温暖な気候や広い県土、変化に富んだ海岸といった豊かな自然環

境に恵まれ、大消費地である首都圏に位置するという有利な立地条件から、

全国屈指の農林水産県としても発展してきた。そのため、県では、地場産

物を活用した食育体験プログラムを作成・提供し、地産地消（千産千消）

による食育推進活動を積極的に行っている。 

人口は約６２０万人で全国６位の規模を誇り、首都圏のベッドタウンと

しての一面を擁する。一方、６５歳以上の高齢者は人口の２０％を超え、

高齢者の割合は今後急速に高まっていくと考えられる。 
合計特殊出生率は、平成２５年に１．３３となり、過去最低であった平

成１５年以降、わずかながら増加傾向にあるものの、全国の中では下位に

位置している。 
 

 



   合計特殊出生率が全国でも下位にあり、少子化が進む本県であるが、障

害児の数は身体障害・知的障害いずれも毎年増加しており、平成２６年３

月３１日現在で、身体障害者手帳を所持する１８歳未満の児童は４,４１３

人、また、療育手帳を所持する１８歳未満の児童は１０,８０４人となって

いる。こうした障害のある児童は、就学を機に特別支援学校や特別支援学

級の他、通常の学級にも在籍しており、その多くは在宅で生活している。 
   しかし、その一方で、県内の障害児通所支援事業所は、児童発達支援、

放課後等デイサービス、保育所等訪問支援合わせて、平成２６年３月３１

日現在４１２か所となっており、そのうち児童発達支援センターは２８か

所にとどまっている。 
   本県では、個々の児童の特性に十分に配慮し、専門的な支援を行いつつ

も、障害のない児童と同様に、それぞれの居住地域において障害児の育ち

と子育てを支えることを基本的スタンスとしていることから、平成２４年

度から児童発達支援センターが地域の療育拠点として新設されているが、

同センターの設置推進は、障害児の人数と比べ施設が不足している本県に

とって、重要な課題となっている。 

 
５．構造改革特別区域計画の意義 
   児童発達支援センターにおける児童の給食について、各種調理機材が完

備し、栄養士や調理師等が充実している事業者等から搬入することにより、

食事内容の充実や人件費の節減、調理業務効率の向上、給食経費の節減が

予想される。 
これにより、多くの事業主体による児童発達支援センター設置への参入

や、障害児通所施設から児童発達支援センターへ移行した際の安定的な事

業運営やサービス水準の維持向上を促進することができる。 
   また、千葉県産品を利用した地産地消（千産千消）を進めることで、地

場産品の消費の拡大が促進されること、健全な食生活を実践することで、

児童が食を通した郷土意識を育めることが見込まれる。 
 
 
 



６．構造改革特別区域の目標 
① 児童発達支援センターの経費節減、事業運営の合理化が図られることか

ら、児童発達支援センター運営法人の経営の安定やサービス水準の維持向

上につながり、地域の拠点的・中核的な療育支援施設として障害児サービ

スの充実を実現する。 
② 併せて、新たに児童発達支援センターを開設しようとする事業者にとっ

て、より参入しやすくなり、同センター未設置の県内各地域における新規

設立を推進し、障害児支援の地域拠点の拡充を図る。 
③ 児童発達支援センター、給食調理を専門とする事業者等関係機関が連携

して食育に取り組むことで、食べることの大切さ、食べ物の育ちやそれを

育てる自然環境、地産地消（千産千消）や生まれ育った地域の食文化に対

する関心を高める。 
 

７．構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 
  児童発達支援センターにおける給食を外部搬入方式にすることにより、

事業運営の合理化、運営法人の経営の安定やサービス等の維持向上が図ら

れ、障害児支援の地域拠点の整備による安心できる子育てや、障害児・者

の地域生活の推進という地域の活性化、新たな事業所の参入による雇用の

創出、地域経済の活性化にも寄与する。   
また、児童発達支援センターにおいて地産地消（千産千消）や食育を推

進することにより、正しい食習慣が形成され、成長期に必要な栄養バラン

スのとれた食物を安定的に提供することができ、児童の健やかな成長を促

す社会的効果を得ることができる。 
  
８．特定事業の名称 
   ９３９ 児童発達支援センターにおける給食の外部搬入方式の容認事業 
 

  
                                                                                                                             


